
平成１６年２月２０日

上場取引所

1111 9999 8888 7777 本社所在都道府県

（ ＵＲＬ   http://www.solcom.co.jp/    ）

代表取締役社長 坂 田  雅 夫

取締役経理部長 内 山  昭 夫 ＴＥＬ　（082）504－3300

決算取締役会開催日 平成１６年２月２０日 中間配当制度の有無     無

定時株主総会開催日 平成１６年３月３０日 単元株制度採用の有無  有（１単元1,000株）

1.　15年12月期の業績（平成15年1月1日～平成15年12月31日）1.　15年12月期の業績（平成15年1月1日～平成15年12月31日）1.　15年12月期の業績（平成15年1月1日～平成15年12月31日）1.　15年12月期の業績（平成15年1月1日～平成15年12月31日）

経営成績経営成績経営成績経営成績 百万円未満を切り捨てて表示しています。

百万円 百万円 百万円

（ △ ） （ ） （ ）

（ △ ） △ （ ） （  ）

百万円 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
 （ ）  

 （ ）  

（注） １.　期中平均株式数 15年12月期 株 14年12月期 株

２． 会計処理の方法の変更 無

３.　売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

配当状況配当状況配当状況配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

（注） 15年12月末配当金の内訳 : 普通配当６．00円

財政状態財政状態財政状態財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

（注） １．期末発行済株式数 15年12月期 株 14年12月期 株

２．期末自己株式数 15年12月期 株 14年12月期 株

2.　16年12月期の業績予想（平成16年1月1日～平成16年12月31日）2.　16年12月期の業績予想（平成16年1月1日～平成16年12月31日）2.　16年12月期の業績予想（平成16年1月1日～平成16年12月31日）2.　16年12月期の業績予想（平成16年1月1日～平成16年12月31日）

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

00 00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 12円 23銭
業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報にもとづき作成したものであり、実際の業績は

   今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

（注）
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１ 株 当 た り 総 資 本

経常利益率

―

178.2
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平平平平 成成成成 １１１１ ５５５５ 年年年年 １１１１ ２２２２ 月月月月 期期期期 個個個個別別別別財財財財務務務務諸諸諸諸表表表表のののの概概概概要要要要

28,957,698

   2.8 957
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上 場 会 社 名

（3）（3）（3）（3）

15 年12 月期

14 年12 月期
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総 資 産

―
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14 年12 月期
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期 末
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00
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当期純利益

1.7―472.2
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00

941,234

15 年12 月期 369

29,173,805

270.8 0.8

株主資本比率 １株当たり株主資本

42

１株当た り年間配当金

14 年12 月期 40,404 16.3 262

14 年12 月期 64

   ６   ６
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   （単位：千円）

（平成１５年１２月３１日現在） （平成１４年１２月３１日現在）
（△）

％ ％

（資産の部）（資産の部）（資産の部）（資産の部）

 

△

完成工事未収入金

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△ △  

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△ △  

 

330,109           －

132,824

当 期

金 額

繰 延 税 金 資 産

資資資資 産産産産 合合合合 計計計計

科 目
期 別

有 価 証 券 330,109

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

ソ フ ト ウ ェ ア

その他無形固定資産

長 期 貸 付 金

投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産

長 期 前 払 費 用

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

機 械 ・ 運 搬 具

工具器具・備品

貸 倒 引 当 金

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

建 設 仮 勘 定

無無無無 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

9,634,753

108,382

土 地

商 品

仕 掛 品

未成工事支出金

販 売 用 不 動 産

不動産事業支出金

472,391

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産

現 金 預 金 3,781,356

262,694

5,550,699

受 取 手 形

186,379

5,403,113

29,428,132

90,445

98,262

29,814

672,307

20,000

119,199

650,779

190,117

34.7

459,318

270,106

7,948

63,454

10,101

150,620

10,160

175,961

20,937

242,923

671,930

333,497

構 成 比 金 額 構 成 比

2,122,884

13,892,628 47.8

4,835,091

442,577

3,868,358

54,705

827,363 176,583

19,740

比 較 増 減

1,658,471

26,804

715,607

289,499

1,051,901

81,622

597

440,821

52,132

82,220

有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

材 料 貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

その他流動資産

売 掛 金

建 物 ・ 構 築 物

2,239

3,917,169

58,589

5,840

前 期

649,839

9,063

1.1

100.0

3,106,073

393,110

162,221

13,689

553,903

12,340

75,031

34,965

3,196,050

11,576

14,944,529 50.8

300,096

322,942

1.4

32.7

243,881

146,153

4,250,667

10,075,574

29,048,161

14,483,603

216,394

209,210

16,000

15,155,53349.2

94,144

52.2

3,219,106

231,679

5,423,113

401,111

409,936

4,626

          －

69,457

16.1

37,770

57,502

379,971

109,839

95,936

148,888

113,032

貸貸貸貸 借借借借 対対対対 照照照照 表表表表

19,707 11,759

15.4

51,193

318,891

50,595

4,529,958 4,678,847

268,295 349,917

100.0

142,577

393,110
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   （単位：千円）

（平成１５年１２月３１日現在） （平成１４年１２月３１日現在）
（△）

％ ％

（負債の部）（負債の部）（負債の部）（負債の部）

△

△

△

△

完成工事補償引当金 △

役員等退職給与引当金 △

未 払 消 費 税 等

比 較 増 減

257,218

1,300

249,000

78,465

14,787

73,863

6,220

90,990

2,996,720

2,227

167,528

未 払 費 用

その他固定負債

固固固固 定定定定 負負負負 債債債債

退職給付引当金

未成工事受入金

賞 与 引 当 金

預 り 金

負負負負 債債債債 合合合合 計計計計

買 掛 金

未 払 法 人 税 等

期 別

工 事 未 払 金

科 目

支 払 手 形

未 払 金

流流流流 動動動動 負負負負 債債債債

短 期 借 入 金

14.2 14.2

11.311.8

25.5 245,76426.0 7,420,024

金 額 構 成 比

5,750

38,868

10,00093,000

59,379

2,566,136

4,192,597

3,305,663

72,696

78,235

276,516

17,222

120,000

103,000

3,527

3,473,191

215,726

3,253,938

7,665,788

607,253

139,812

         －

186,570

275,000

78,465

53,655

174,532

2,420

当 期

533,390

115,153

113,874

26,000

         －

金 額

306,716

11,970

157,035

120,000

62,417

2,842,652

4,114,361

前 期

構 成 比

59,997
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   （単位：千円）

（平成１５年１２月３１日現在） （平成１４年１２月３１日現在）

（△）

（資本の部）（資本の部）（資本の部）（資本の部）

△

△

△

△

△

△

固定資産圧縮積立金 △

△

△

△

△  

固定資産圧縮積立金

△ △

資資資資 本本本本 合合合合 計計計計 21,762,344

581,183

任 意 積 立 金

1,461,738

任 意 積 立 金

負負負負債債債債及及及及びびびび資資資資本本本本合合合合計計計計

利 益 準 備 金

利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

別 途 積 立 金

そそそそのののの他他他他有有有有価価価価証証証証券券券券評評評評価価価価差差差差額額額額金金金金

当期未処分利益

資 本 準 備 金

資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金

自自自自 己己己己 株株株株 式式式式

別 途 積 立 金    －

利 益 準 備 金    －

15,652,000

17,366,133

1,461,738

429,911

804,630

16,098,457

746,753

29,428,132 100.0

   － －

   －

2,324,732

5.0

   －

   －

   －

703,037

資資資資 本本本本 金金金金

59.0                －

－

7.9    －

－

   － － 1,461,738

   － 446,457

16,081,911

   － －法法法法 定定定定 準準準準 備備備備 金金金金

そそそそのののの他他他他有有有有価価価価証証証証券券券券評評評評価価価価差差差差額額額額金金金金

構 成 比

15,652,000

1,461,738

446,457

15,652,000

581,183

16,098,457

491,663

746,753

17,366,133

科 目

資資資資 本本本本 金金金金

資 本 準 備 金

期 別
当 期 前 期

比 較 増 減

金 額 構 成 比 金 額

2,042,921 7.0

581,183

2.6

－

－

剰剰剰剰 余余余余 金金金金                －

2,042,921

   － 2,324,732 8.0 2,324,732

－ 16,590,120 57.1 16,590,120

－

－

   －

15,652,000－

－当期未処分利益    － 491,663

194,890

－

   －

804,630

29,048,161

76,391

581,183

－ 2,324,732

－

－

1,461,738

－

2.7

100.0

74.0

自自自自 己己己己 株株株株 式式式式 194,890    △ 0.6

   －

   －

21,628,137

   －

703,037－

－

－

   △ 0.2

   － －

76,391

1,461,738

379,971

74.5 134,206

16,081,911

429,911
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　（単位：千円）

自 平成１５年　１月　1日 自 平成１４年　１月　1日
至 至

（△）
％ ％

△

△

販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費 △

△ △

△

△

△

投資有価証券売却益

△

△

特特特特 別別別別 利利利利 益益益益

333,165

68,705

0.7

経経経経 常常常常 利利利利 益益益益

703,037

0.0

1,232,967 3.1

2,563,008

1.1

経

常

損

益

の

部

営営営営 業業業業 利利利利 益益益益

売売売売 上上上上 原原原原 価価価価

営営営営 業業業業 損損損損 益益益益

兼業事業売上総利益

支 払 利 息

受 取 利 息 配 当 金

完 成 工 事 総 利 益

完 成 工 事 原 価

兼業事業売上原価

449,790

369,872

支線改修工事負担金

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

14,792

2,994

税税税税 引引引引 前前前前 当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益

特

別

損

益

の

部

そ の 他 特 別 利 益

2.4

早 期 退 職 加 給 金

68,213

14,932

2,374,004

549,606

224,946

57,118

13,255

売売売売 上上上上 総総総総 利利利利 益益益益

兼 業 事 業 売 上 高

貸倒引当金取崩益

その他営業外費用

営営営営 業業業業 外外外外 費費費費 用用用用

固 定 資 産 除 却 損

特特特特 別別別別 損損損損 失失失失

その他営業外収益

前 期 損 益 修 正 損

売売売売 上上上上 高高高高

営 業 外 損 益

営営営営 業業業業 外外外外 収収収収 益益益益

216,653

9,113

284,217

34,258,082

3,813,647

3,542,959

3,799,835

31,940,539

金 額
科 目

期 別

35,740,374

34,503,547完 成 工 事 高

4,779,786

39,283,334

金 額

38,071,729 2,331,355

比 率

100.0

平成１４年１２月３１日

94.2

35,932,804

4,472,157

比較増減

1,121,627

1,209,728

7,473

10,339

1,220,067

37,847

7,328

979,951

67,564

957,862

2,585,097

1,784

前 期 繰 越 利 益

当当当当 期期期期 未未未未 処処処処 分分分分 利利利利 益益益益

当 期 前 期

40,404,961

比 率

損損損損 益益益益 計計計計 算算算算 書書書書

そ の 他 特 別 損 失

投資有価証券評価損

前 期 損 益 修 正 益

        －

421,434

10,569

固 定 資 産 売 却 益

262,204

6,709

1,674,722

563,666

256,761

5.9

9,877

2,037,675

1,189,693

2,378,228

5,553

        －

16,064

87,620

1,411,649

211,374

93,855

        －

1.8

0.9

67,030

39,357

962,354

0.7

720,403

291,922

281,825

当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益 0.2

0.4

0.1

1,674

305,230

491,663

        －

1,789,948

64,642

25,064

156,736

427,020

287,058

0.8

0.1

6.2

322,065

16,586

43,274

2,487,466

0.6

5.8

6.4

0.0

65,544

256,520

100.0

2.4

2,333,231

658,509

2,595,436

9.0

6.6

91.0

平成１５年１２月３１日
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（重要な会計方針）（重要な会計方針）（重要な会計方針）（重要な会計方針）

貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した、重要な会計処理の原則及び手続きは次のとおり

であります。

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法

…… 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

…… 移動平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

…… 移動平均法による原価法

…… 個別法による原価法

…… 個別法による原価法

…… 個別法による原価法

…… 個別法による原価法

…… 最終仕入原価法による原価法

3. 固定資産の減価償却の方法

…… 定率法。ただし、平成10年4月1日以降取得建物（建物附属設

備を除く）については、定額法によっています。

…… 定額法。ただし、自社使用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっています。

4.

…… 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しています。

…… 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、完成工事高に

実績繰入率を乗じた額を計上しています。

…… 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当期の

負担額を計上しています。

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

引 当 金 の 計 上 基 準

未 成 工 事 支 出 金

不 動 産 事 業 支 出 金

時 価 の な い も の

仕 掛 品

時 価 の あ る も の

完成工事補償引当金

材 料 貯 蔵 品

販 売 用 不 動 産

商 品

② そ の 他 有 価 証 券

無 形 固 定 資 産

賞 与 引 当 金
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…… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末の退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、計上しています。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１４年）による定額法により翌年か

ら費用処理することとしています。

…… 役員並びに理事の退職給与金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しています。

5. …… リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっています。

6. 消費税等の会計処理の方法 …… 税抜方式によっています。

（追加情報）

１. 自己株式及び法定準備金の …… 当期から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基

取崩等に関する会計基準 準」（企業会計基準第１号）を適用しております。

これによる当期の損益に与える影響はありません。

なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表

の資本の部については、改正後の財務諸表等規則により作成

しています。

２. １株当たり情報 …… 当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計

基準第２号）、及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しています。

なお、前期に採用していた方法により算定した当期の１株当たり

当期純利益は１２円７７銭であります。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりです。

当期純利益 千円

普通株主に帰属しない金額 千円

　（うち利益処分による役員賞与金） 千円

普通株式に係る当期純利益 千円

普通株式の期中平均株式数 株

369,872

25,000

25,000

344,872

28,957,698

役員等退職給与引当金

リ ー ス 取 引 の 処 理 方 法

退 職 給 付 引 当 金
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貸借対照表に関する事項

当期（平成15年12月期） 前期（平成14年12月期）

1. 千円 千円

2.

担保に供している資産

千円 千円

千円 千円

担保付債務

千円 千円

3.

千円 千円

期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しています。

当期末日は金融機関の休業日であったため、期末日満期手形が期末残高に含まれています。

1,103,893

         －

受 取 手 形

7,054,427

1,042,606

7,214,749

120,000

169,324

11,573

建 物

期 末 日 満 期 手 形 の 会 計 処 理

短 期 借 入 金

（（（（ 注注注注 記記記記 事事事事 項項項項 ））））

担保資産及び担保付債務

土 地

有形固定資産の減価償却累計額

169,324

19,644
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リース物件の所有権が移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

未経過リース料の期末残高相当額

千円 千円

千円 千円

千円 千円

当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

千円 千円

千円 千円

千円 千円

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっています。

記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しています。

144,345

301,327

117,137

184,189

　前 期（平成14年12月期）

支払利息相当額

168,050

19,677

減価償却費相当額

（3）

121,977

83,476

１ 年 以 内

　前 期（平成14年12月期）

121,104１ 年 超

合 計

　当 期（平成15年12月期）

216,647

（1）

（4）

（5）

支 払 リ ー ス 料

13,512

95,543

（2）

（（（（ リリリリーーーースススス取取取取引引引引関関関関係係係係））））

期末残高

相当額

262,411千円

262,411千円

　前 期（平成14年12月期）

　当 期（平成15年12月期）

工具器具・備品

合 計

　当 期（平成15年12月期）

取得価額

相当額

424,709千円

424,709千円

減価償却累

計額相当額

減価償却累

計額相当額

期末残高

相当額

取得価額

相当額

233,316千円

233,316千円

191,393千円

191,393千円

642,413千円 380,001千円

642,413千円 380,001千円
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(税効果関係)(税効果関係)(税効果関係)(税効果関係)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 (単位：千円)

当期（平成15年12月期） 前期（平成14年12月期）

(繰延税金資産)

退職給付引当金繰入超過額

役員等退職給与引当金

投資有価証券評価損

繰越欠損金

その他

繰延税金資産合計

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金

固定資産圧縮積立金

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

上記金額は、千円未満の金額を切り捨てて表示しています。

991,094

165,088

128,023

               －

      △287,426

1,064,245

87,239

743,984

      △546,327

153,967

      △535,006

824,009

      △307,658

△842,665

160,555

1,577,738

233,034

261,164

1,666,675

△833,753
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（単位：千円）

（平成１５年１２月期） （平成１４年１２月期）

ⅠⅠⅠⅠ

ⅡⅡⅡⅡ △

ⅢⅢⅢⅢ

△

ⅣⅣⅣⅣ △

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しています。

１株当たり配当金

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

00 00 00 00

合合合合 計計計計

役 員 賞 与 金

別 途 積 立 金

利利利利 益益益益 処処処処 分分分分 額額額額

株 主 配 当 金

（ 内 訳 ）

普 通 配 当

普 通 （ 旧 ） 株 式

年 間

   ６

期 末中 間

特 別 配 当

記 念 配 当 ――

―― ― ―

次次次次 期期期期 繰繰繰繰 越越越越 利利利利 益益益益

合合合合 計計計計

333,165

前 期

720

25,000            －

比 較 増 減 （ △ ）

△

25,000

200,000

171,712

718,862

16,545

16,545

当 期

任任任任 意意意意 積積積積 立立立立 金金金金 取取取取 崩崩崩崩 額額額額

当当当当 期期期期 未未未未 処処処処 分分分分 利利利利 益益益益 703,037

15,824

固定資産圧縮積立金

科 目

利利利利 益益益益 処処処処 分分分分 案案案案

15,824取 崩 額

211,374

322,150 11,015

― ―

200,000            －

当 期 （ １ ５ 年 １ ２ 月 期 ）

中 間

―

396,712

―

― ―

210,654

221,669

―   ６    ６

3,330

前 期 （ １ ４ 年 １ ２ 月 期 ）

175,042

508,208

175,042

―

年 間

491,663

   ６

期 末

720
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（現　執行役員　建設管理本部長）

（現　経営企画部長）

現

現

現

現

（現　取締役　建設管理本部　ﾈｯﾄﾜｰｸ部長

　兼 ＩＴｿﾘｭｰｼｮﾝ部長）

（現　常務取締役　営業本部長）

（現　常務取締役　安全品質管理本部長）

取 締 役

取 締 役

迫 田 昌 美

西 山 博 光

役役役役 員員員員 のののの 異異異異 動動動動

１．新任取締役候補

（平成１ ６年 ３月３ ０日付予定）

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

２．退任予定取締役

４．新任監査役候補

佐 藤 元 紀

取 締 役

佐 藤 元 紀

櫻 木 賢 二

竹 本 孝 司

花 本 政 昭

取締役 執行役員

東　　山　　　 忍

安全品質管理本部長

人権啓発推進室長

営 業 本 部 長

櫻 木 賢 二

５．退任予定監査役

飯 塚 道 範

３ ． 昇 格 予 定 者

常 務 取 締 役 中 澤 昌 保
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